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資料８ 



年齢の壁を解消！

制度の狭間を解消！

自立支援・アフターケア事業に関する提案
2015/07/30

東北福祉大学 草間 吉夫Ⅰ．（仮称）社会的養護法の制定
（ニーズ）

（年齢）
15 18 22 30

児童福祉法

（仮称）社会的養護法

生活困窮者自立支援法

生活保護法

家庭

＜養護系施設＞
・乳児院
・児童養護施設
・母子生活支援施設
・情短施設
・里親
・ファミリーホーム、等

・自立援助ホーム
・居場所 新型

自立援助ホーム

児相と
市町村が連携

Ⅱ．虐待早期介入モデル事業の実施

◆事業例）こども用品リサイクルショップ 子育てニーズを常時把握 早期介入 虐待予防

◆公募型虐待予防事業の実施

進学助成

養護
認定
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